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学校法人産業医科大学が保有する個人番号（マイナンバー）及び特定個人情報の取扱い

に関する規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律（平成25年法律第27号。以下「番号法」という。）及び特定個人情報の適正な取扱いに関

するガイドライン（事業者編）（以下「ガイドライン」という。）に基づき、学校法人産業

医科大学（以下「学校法人」という。）における個人番号（マイナンバー）及び特定個人情

報（以下「特定個人情報等」という。）の取扱いについて定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規程において、各用語の定義は、次のとおりとする。 

(１) 「個人番号」とは、番号法の規定により、住民票コードを変換して得られる番号であ

って、当該住民票コードが記載された住民票に係る者を識別するためのものをいう。 

(２) 「特定個人情報」とは、個人番号をその内容に含む個人情報をいう。 

(３) 「個人情報ファイル」とは、個人情報を含む情報の集合物であって、特定の個人情報

を容易に検索することができるように、コンピュータ又は帳簿等によって体系的に構成し

たものをいう。 

(４) 「特定個人情報ファイル」とは、個人番号をその内容に含む個人情報ファイルをいう。 

(５) 「個人番号関係事務」とは、番号法第９条第３項の規定により個人番号利用事務（行

政事務を処理する者が番号法第９条第１項又は第２項により個人情報を効率的に検索及び

管理するために必要な限度で個人番号を利用して処理する事務）に関して行われる他人の

個人番号を必要な限度で利用して行う事務をいう。 

(６) 「職員等」とは、学校法人の役員、職員及び雇用契約等に基づいて学校法人の業務に

従事する者をいう。 

（法令等の遵守） 

第３条 学校法人は、特定個人情報等の取扱いに関する法令、ガイドライン及び学校法人産業

医科大学が保有する特定個人情報等の取扱いに関する基本方針（以下「基本方針」という。）

等を遵守しなければならない。 

２ 学校法人は、この規程に基づき、学校法人が取り扱う特定個人情報等の管理体制を構築し

なければならない。 

（個人番号関係事務の範囲） 

第４条 学校法人が取り扱う個人番号関係事務の範囲は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(１) 法定調書作成事務 

(２) 源泉所得税関係事務 

(３) 地方税特別徴収関係事務 

(４) 健康保険・厚生年金保険関係事務 

(５) 雇用保険関係事務 

(６) 防災・災害対策関係事務 

(７) 前各号に付随して行う関係事務 

（取り扱う特定個人情報の対象者） 

第５条 学校法人が取り扱う特定個人情報等の対象者は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(１) 学校法人の職員等及びその扶養親族 

(２) 学校法人の支払先である個人 
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（取扱い部署及び分別管理） 

第６条 学校法人において特定個人情報等を取り扱う部署（以下「取扱い部署」という。）は、

総務部人事課とする。 

２ 学校法人は、別に定める場合を除き、取扱い部署に所属する者に限り特定個人情報等を閲

覧可能とする方法で特定個人情報等を保管するものとする。 

３ 学校法人は、番号法に規定する業務遂行上必要と認められる場合を除き、特定個人情報等

を通常の業務において利用する情報と分別し保管するものとする。 

（特定個人情報等の管理） 

第７条 学校法人に特定個人情報等の適正な管理及び安全保護を図るため、特定個人情報保護

管理者（以下「管理者」という。）及び特定個人情報保護副管理者（以下「副管理者」とい

う。）を置く。 

２ 学校法人に特定個人情報等を適正に取り扱わせるため、特定個人情報取扱責任者（以下

「取扱責任者」という。）及び特定個人情報取扱者（以下「取扱者」という。）を置く。 

３ 管理者、副管理者、取扱責任者及び取扱者は、別表１に定めるとおりとする。 

（管理者等の責務） 

第８条 管理者は、副管理者に対して、特定個人情報等の適正な管理を指示し、及び特定個人

情報等の漏えい、滅失又は毀損（以下「漏えい等事案」という。）の防止その他の特定個人

情報等の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じるとともに、取扱責任者及び取扱者に

対して必要かつ適切な監督及び教育を行わなければならない。 

２ 副管理者は、取扱責任者に対して、特定個人情報等の適正な管理を指示するとともに、管

理者の業務を補佐し、特定個人情報等の適正な取扱いを確保するために必要な措置を講じる

ものとする。 

３ 取扱責任者は、取扱者が取り扱う特定個人情報等の範囲を明確にし、取扱者に対して適正

な特定個人情報等の取扱いについて指導及び必要な特定個人情報等の収集、利用、保管及び

廃棄の指示を行うとともに、取り扱う特定個人情報等の安全な管理に必要な措置を講じるも

のとする。 

４ 取扱者は、取扱責任者の指示に基づき、特定個人情報等の収集、利用、保管及び廃棄の業

務を行うものとする。 

（収集の制限） 

第９条 学校法人は、利用目的である個人番号関係事務を通知又は公表し、番号法及びガイド

ラインに定められた範囲内で、特定個人情報等を収集するものとする。 

２ 学校法人は、個人番号関係事務を処理するために必要があるときは、本人又はその代理人

から特定個人情報等を収集するものとする。 

３ 学校法人は、個人番号関係事務を処理するために必要があるときは、職員等を通じて、そ

の扶養親族等の特定個人情報等を収集するものとする。 

４ 学校法人は、個人番号関係事務を処理するために必要な限度その他番号法で定める範囲内

において、適正かつ公正な手段によって特定個人情報等を収集するものとする。 

５ 学校法人が特定個人情報等の収集を行う時期は、個人番号関係事務が発生した時点とする。

ただし、本人と学校法人との間の雇用関係等に基づき、個人番号関係事務の発生が予想され

る場合は、事前に特定個人情報等の収集を行うことができるものとする。 

（本人確認） 

第10条 取扱責任者及び取扱者は、本人から個人番号の提供を受けるときは、対面又は郵送の

方法によって、個人番号の確認及び本人確認を行うものとする。 

２ 取扱責任者及び取扱者は、本人の代理人から個人番号の提供を受けるときは、対面又は郵
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送の方法によって、本人の個人番号の確認、代理権の確認及び代理人の本人確認を行うもの

とする。 

（利用の制限） 

第11条 学校法人は、番号法の規定に基づく場合を除き、本人の同意の有無にかかわらず、収

集の際に特定した利用目的を超えて特定個人情報等を利用してはならない。 

２ 学校法人は、収集の際に特定した当初の利用目的と相当の関連性を有すると合理的に認め

られる範囲内で特定個人情報等を利用する必要が生じた場合には、変更された利用目的につ

いて、本人に通知又は公表しなければならない。 

（提供の制限） 

第12条 学校法人は、番号法の規定に基づく場合を除き、本人の同意の有無にかかわらず、個

人番号関係事務を処理するために必要な範囲を超えて特定個人情報等を第三者に提供しては

ならない。 

（保管の制限） 

第13条 学校法人は、個人番号関係事務を行うに当たり、学校法人が行政機関等に提出する法

定調書の控え、翌年度以降も継続的に利用する必要が認められる個人番号が記載された申告

書等の書類は、法令で定められた個人番号を記載する書類等の保存期間を経過するまでの間、

保管することができるものとする。 

２ 学校法人は、特定個人情報ファイルを個人番号関係事務を処理するために必要な範囲内で

作成し、法令で定められた個人番号を記載する書類等の保存期間を経過するまでの間、保管

することができるものとする。 

３ 学校法人は、本人確認に用いた資料（以下「本人確認資料」という。）を取得から１年が

経過するまでの間、保管することができるものとする。 

４ 学校法人は、特定個人情報を含む書類又は特定個人情報ファイルを保存期間経過後も引き

続き保管するときは、個人番号に係る部分をマスキング又は消去し保管するものとする。 

（安全管理措置） 

第14条 管理者は、特定個人情報等の保管に当たっては、漏えい等事案の防止その他の特定個

人情報等の安全管理のため、別表２に定める必要かつ適切な措置を講じるものとする。 

（外部委託） 

第15条 学校法人は、特定個人情報等の取扱いの全部又は一部を外部に委託する場合は、番号

法に基づいて学校法人自らが果たすべき安全管理措置と同等の措置が講じていると認められ

る委託先を選定し、委託先に対して必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

２ 学校法人は、委託先との間で次の各号に掲げる事項等を記載した契約を締結するものとす

る。 

(１) 特定個人情報等に関する秘密保持義務 

(２) 特定個人情報等の適正な保管管理義務 

(３) 事務所内からの特定個人情報等の持ち出しの禁止 

(４) 特定個人情報等の目的外利用の禁止 

(５) 漏えい等事案が発生した場合の委託先の責任 

(６) 委託契約終了後の特定個人情報等の返却又は廃棄 

(７) 契約内容の遵守状況についての報告 

３ 委託先が学校法人の許諾を得て他の者に業務の全部又は一部を再委託するときは、再委託

先の監督については、前２項の規定を準用するものとする。 

（廃棄） 

第16条 管理者は、個人番号関係事務を処理する必要がなくなった場合で、法令等で定められ
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た保存期間を経過したときは、速やかに特定個人情報等及び本人確認資料を廃棄又は削除す

るものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、管理者の判断により、保存期間経過後１年以内に、一括して廃

棄又は削除を行うことができるものとする。 

（管理状況の確認） 

第17条 管理者は、安全管理措置として整備した取扱状況を確認する手段に基づき、特定個人

情報等の管理が適正に行われていることを定期的に確認するものとする。 

 （罰則） 

第18条 学校法人は、この規程及び法令に違反した職員等に対して学校法人産業医科大学職員

就業規則（昭和53年規則第４号）その他の学校法人が定める諸規則の規定に基づき、処分を

行うものとし、委託先に対して契約及び法令の定めにおいて処分等を行うものとする。 

（個人情報保護規程の準用） 

第19条 この規程に定めるもののほか、特定個人情報の取扱いについては学校法人産業医科大

学が保有する個人情報の保護に関する規程（平成17年産医大規程第17号）を準用する。 

（雑則） 

第20条 この規程に定めるもののほか、特定個人情報等の取扱いに関し必要な事項は別に定め

る。 

 

附 則 

この規程は、平成27年11月１日から施行する。 
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別表１（第７条関係）  

特定個人情報保護管理者 事務局長 

特定個人情報保護副管理者 総務部長 

特定個人情報取扱責任者 人事課長 

特定個人情報取扱者 特定個人情報取扱責任者が指名する者 

 

別表２（第14条関係）  

組織的安全管理措置 

① 組織体制の整備 

② 取扱規程等に基づく運用 

③ 取扱状況を確認する手段の整備 

④ 漏えい等事案に対する体制の整備 

⑤ 取扱状況の把握及び安全管理措置の見直し 

人的安全管理措置 
① 取扱者の監督 

② 取扱者の教育 

物理的安全管理措置 

① 特定個人情報等を取り扱う区域の管理 

② 機器及び電子媒体等の盗難等の防止 

③ 電子媒体等を持ち出す場合の漏えい等の防止 

④ 特定個人情報等の削除、機器及び電子媒体等の廃棄 

技術的安全管理措置 

① アクセス制御 

② アクセス者の識別と認証 

③ 外部からの不正アクセス等の防止 

④ 漏えい等事案の防止 

 


